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一般会計等 一般会計 【様式第1号】
令和02年度

貸借対照表
(令和03年03月31日現在)

(単位:円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 9,694,112,878 　固定負債 6,137,490,088
　　有形固定資産 9,344,113,778 　　地方債 714,854,000
　　　事業用資産 8,653,703,084 　　長期未払金 -
　　　　土地 - 　　退職手当引当金 5,422,636,088
　　　　立木竹 - 　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 4,987,155,462 　　その他 -
　　　　建物減価償却累計額 △2,372,595,290 　流動負債 604,742,926
　　　　工作物 16,499,354,194 　　1年内償還予定地方債 215,662,000
　　　　工作物減価償却累計額 △10,460,211,290 　　未払金 -
　　　　船舶 6,193,780 　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 △6,193,772 　　前受金 -
　　　　浮標等 - 　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　賞与等引当金 367,965,849
　　　　航空機 - 　　預り金 21,115,077
　　　　航空機減価償却累計額 - 　　その他 -
　　　　その他 - 負債合計 6,742,233,014
　　　　その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 - 　固定資産等形成分 10,214,810,360
　　　インフラ資産 - 　余剰分(不足分) △6,374,375,069
　　　　土地 -
　　　　建物 -
　　　　建物減価償却累計額 -
　　　　工作物 -
　　　　工作物減価償却累計額 -
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 -
　　　物品 3,474,101,760
　　　物品減価償却累計額 △2,783,691,066
　　無形固定資産 349,999,100
　　　ソフトウェア 349,999,100
　　　その他 -
　　投資その他の資産 -
　　　投資及び出資金 -
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 -
　　　　その他 -
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 -
　　　長期貸付金 -
　　　基金 -
　　　　減債基金 -
　　　　その他 -
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 888,555,427
　　現金預金 367,857,945
　　未収金 -
　　短期貸付金 -
　　基金 520,697,482
　　　財政調整基金 520,697,482
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 -
　　徴収不能引当金 - 純資産合計 3,840,435,291

資産合計 10,582,668,305 負債及び純資産合計 10,582,668,305

- 1 -



一般会計等 一般会計 【様式第2号】
令和02年度

行政コスト計算書
自 令和02年04月01日
至 令和03年03月31日

(単位:円)
科目 金額

　経常費用 5,695,734,375
　　業務費用 5,824,700,905
　　　人件費 4,703,953,960
　　　　職員給与費 4,333,898,561
　　　　賞与等引当金繰入額 367,965,849
　　　　退職手当引当金繰入額 -
　　　　その他 2,089,550
　　　物件費等 1,068,743,484
　　　　物件費 405,493,582
　　　　維持補修費 1,493,800
　　　　減価償却費 661,756,102
　　　　その他 -
　　　その他の業務費用 52,003,461
　　　　支払利息 1,778,798
　　　　徴収不能引当金繰入額 -
　　　　その他 50,224,663
　　移転費用 △128,966,530
　　　補助金等 △131,726,730
　　　社会保障給付 -
　　　他会計への繰出金 -
　　　その他 2,760,200
　経常収益 33,100,402
　　使用料及び手数料 5,652,281
　　その他 27,448,121
純経常行政コスト 5,662,633,973
　臨時損失 68,966,634
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 68,966,634
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 -
　臨時利益 483,339
　　資産売却益 483,339
　　その他 -
純行政コスト 5,731,117,268
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一般会計等 一般会計 【様式第3号】
令和02年度

純資産変動計算書
自 令和02年04月01日
至 令和03年03月31日

(単位:円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 3,283,013,933 10,184,751,430 △6,901,737,497
　純行政コスト(△) △5,731,117,268 △5,731,117,268
　財源 6,249,577,000 6,249,577,000
　　税収等 6,248,827,000 6,248,827,000
　　国県等補助金 750,000 750,000
　本年度差額 518,459,732 518,459,732
　固定資産等の変動（内部変動） △8,902,696 8,902,696
　　有形固定資産等の増加 538,536,123 △538,536,123
　　有形固定資産等の減少 △730,231,917 730,231,917
　　貸付金・基金等の増加 241,386,098 △241,386,098
　　貸付金・基金等の減少 △58,593,000 58,593,000
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 38,961,626 38,961,626
　その他 - - -
　本年度純資産変動額 557,421,358 30,058,930 527,362,428
本年度末純資産残高 3,840,435,291 10,214,810,360 △6,374,375,069
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一般会計等 一般会計 【様式第4号】
令和02年度

資金収支計算書
自 令和02年04月01日
至 令和03年03月31日

(単位:円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 5,579,623,246
　　業務費用支出 5,170,798,533
　　　人件費支出 4,711,807,690
　　　物件費等支出 406,987,382
　　　支払利息支出 1,778,798
　　　その他の支出 50,224,663
　　移転費用支出 408,824,713
　　　補助金等支出 406,064,513
　　　社会保障給付支出 -
　　　他会計への繰出支出 -
　　　その他の支出 2,760,200
　業務収入 6,281,927,402
　　税収等収入 6,248,827,000
　　国県等補助金収入 -
　　使用料及び手数料収入 5,652,281
　　その他の収入 27,448,121
　臨時支出 490,820
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 490,820
　臨時収入 -
業務活動収支 701,813,336
【投資活動収支】
　投資活動支出 779,922,221
　　公共施設等整備費支出 538,536,123
　　基金積立金支出 241,386,098
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 59,826,340
　　国県等補助金収入 750,000
　　基金取崩収入 58,593,000
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 483,340
　　その他の収入 -
投資活動収支 △720,095,881
【財務活動収支】
　財務活動支出 173,932,351
　　地方債償還支出 173,932,351
　　その他の支出 -
　財務活動収入 286,900,000
　　地方債発行収入 286,900,000
　　その他の収入 -
財務活動収支 112,967,649
本年度資金収支額 94,685,104
前年度末資金残高 252,057,764
本年度末資金残高 346,742,868

前年度末歳計外現金残高 21,407,555
本年度歳計外現金増減額 △292,478
本年度末歳計外現金残高 21,115,077
本年度末現金預金残高 367,857,945
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   令和２年度埼玉東部消防組合財務書類について 

 

 

１ はじめに  

 全国の地方公共団体では、平成 27 年度決算まで様々な基準に基づき、財務書類を作成

していました。 

 しかし、地方公共団体間の財政状況の比較をしやすくするため、総務省から「統一的な

基準」が示され、一部事務組合を含む全ての地方公共団体は、平成 29 年度までに「統一

的な基準」による財務書類の作成を行うよう要請されました。 

 これを受け、当組合では総務省から示された「統一的な基準」に基づき、平成 28 年度

決算から財務書類の作成に取り組んでいます。 

 

２ 統一的な基準とは  

 会計処理方法として民間企業会計と同様の複式簿記や発生主義会計を導入するととも

に、現存する全ての固定資産を洗い出し、固定資産台帳を整備することで、現金取引（歳

入・歳出）に加えて、ストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）及びフロー情報（期

中の収益・費用及び純資産の内部構成の変動）を網羅的かつ公正価値で把握できます。ま

た、全国統一の基準であるため、各団体間での比較可能性が確保されます。 

 

３ 財務書類とは  

 財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４

表で構成されています。 

 

４ 作成基準日  

 令和３年３月 31日（令和２年度末）を基準日としています。 

 令和３年４月１日から令和３年５月 31 日までの出納整理期間の収支については、基準

日までに収入・支出があったものとして取扱っています。 

 

５ 作成対象範囲  

 一般会計 

 

６ 財務書類の概要  

（１）貸借対照表とは 

 年度末時点での資産や負債などの残高（ストック情報）を表しているものです。 

 表の左側は、組合が保有している消防署、消防車、救急車、防火水槽などの固定資産

や、現金預金、基金などの「資産」を表しています。 

 表の右側は組合債などの「負債」であり、資産から負債を差し引いた「純資産」を表

- 6 -



 

 

しています。 

 この表は、資産をどのような財源（負債と純資産）で賄ったかを示しており、負債は

将来世代の負担を、純資産は現在までの世代の負担を表しています。 

 

（２）行政コスト計算書とは 

 １年間に地方公共団体が行なった行政活動のうち、地方公共団体の資産形成に結びつ

かない、いわばソフト面でのサービスにかかった費用を表しているものです。なお、地

方公共団体の活動は、人的サービスなど地方公共団体の資産形成にはつながらない行政

サービスが大きな比重を占めています。 

 

（３）純資産変動計算書とは 

 貸借対照表内の「総資産の部」に計上されている各数値が、１年間でどのように変動

したかを表しているものです。 

 「純行政コスト」と「財源」との差額である「本年度差額」は、純行政コストが税収

等の財源でどれだけ賄われているかを表しています。なお、当組合の主な財源は、組合

を構成する加須市、久喜市、幸手市、白岡市、宮代町及び杉戸町からの負担金となって

います。 

 

（４）資金収支計算書とは 

 １年間の資金の増減を「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」に区分し、

金額を表示したもので、どのような活動に資金が必要であったかを表しているものです。 

 

 

 

 

 貸借対照表 

○ 固定資産 

 ➤ 事業用資産  ··············  消防署や防火水槽などの有形固定資産 

 ➤ 物品  ····················  消防車や救急車などの資産 

 ➤ 無形固定資産  ············  ソフトウェアなどの無形の資産 

 ➤ 基金  ····················  特定の目的のための積立金（退職手当基金） 

○ 流動資産 

 ➤ 現金預金  ················  現金及び預金 

 ➤ 基金  ····················  財政調整基金 

○ 固定負債 

 ➤ 地方債  ··················  地方債借入残高のうち翌年度に償還する額を除いた

残高 

 ➤ 退職手当引当金  ··········  年度末に全職員が退職した場合に支払うべき退職金 

 

主な用語解説 
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○ 流動負債 

 ➤ １年内償還予定地方債  ····  地方債借入残高のうち翌年度償還予定額 

 ➤ 賞与等引当金  ············  翌年度に支払うことが予定されている賞与のうち当

年度負担額 

 ➤ 預り金  ··················  職員給与等から徴収した税金や社会保険料など 

 行政コスト計算書 

 ➤ 人件費  ·················  職員給与や議員報酬など 

 ➤ 物件費等  ···············  委託料や維持補修費、減価償却費など 

 ➤ その他の業務費用  ·······  地方債の償還利子など 

 ➤ 補助金等  ···············  各種団体等に対する負担金や補助金など 

 ➤ その他（移転費用）  ·····  公課費など 

 ➤ 使用料及び手数料  ·······  行政サービス提供の対価として受取る収益 

 ➤ その他（経常収益）  ·····  受託事業収入や雑入などの収益 

 ➤ 純経常行政コスト  ·······  経常収益から経常費用を差引いた額 

 ➤ 臨時損失  ···············  資産の除売却損など臨時に発生するもの 

 ➤ 臨時利益  ···············  資産の売却益など臨時に発生するもの 

 ➤ 純行政コスト  ···········  純経常行政コスト、臨時損失、臨時利益の合計 

 純資産変動計算書 

 ➤ 税収等  ·················  構成市町からの負担金 

 ➤ 国県等補助金  ···········  国庫支出金及び県支出金 

 ➤ 資産評価差額  ···········  有価証券等の評価差額 

 ➤ 無償所管換等  ···········  無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 資金収支計算書 

 ➤ 業務活動収支  ···········  人件費、物件費、補助金の支払などの支出及び負担

金、使用料及び手数料といった受益者負担に関する

収入 

 ➤ 投資活動収支  ···········  車両整備等の資産の形成に関する収支 

 ➤ 財務活動収支  ···········  地方債償還による支出及び地方債発行による収入 
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